
必ずお読みください

代理受領特約締結にあたっての注意事項
●すまい給付金の代理受領とは、本来、住宅取得者が受領するすまい給付金について、
住宅代金に充当するために、住宅事業者が代理で受領する仕組みです。
●代理受領とするためには、請負・売買契約の特約として、すまい給付金事務局指定の
代理受領特約を締結することが必要です。

●住宅の引渡しを受けた後に守らなければいけないこと
①代理受領特約に記載する持分者・持分割合で所有権の保存登記を行うこと
②対象住宅に自ら居住すること
③自らの連絡先等に変更があった場合は、住宅事業者に連絡すること

※上記等代理受領特約に規定する事項を守らない場合、住宅取得者に対してすまい給付金の返還を求めることが
ありますのでご注意ください。

●すまい給付金の申請について
①代理受領の申請は住宅事業者が行います。住宅取得者は、住宅事業者のすまい給付金申請にご協力ください。
②住宅取得者は自らが受領するすまい給付金の申請はできません。

●その他
代理受領特約の締結にあたっては、必ず、給付金が住宅代金に充当されることを確認してください。

代理受領特約では、すまい給付金の給付額を決定するために必要な事項を定めるとともに、
A 住宅取得者 ・ B 住宅事業者 双方が守らなければならない事項について定めています。

住宅取得者の注意点A

●すまい給付金の申請について
・申請手続は、住宅事業者がすまい給付金申請窓口で申請することが必要です。（郵送申請は利用できません。）
・代理受領特約規定の内容や申請内容に変更がある場合は、速やかに事務局に連絡してください。

●すまい給付金の受領について
・申請から給付金の振込みまで約2ヶ月（書類不備がない場合）かかるため、予め自社の経理部門等へお知らせ

ください。
・代理受領するすまい給付金は、代理受領者にとって売上に相当するため、法人税等の課税対象となります。

●代理受領特約は、住宅の取得契約と同時に締結してください。（住宅の引渡し前であっても、後から締結することはできません。）
●1つの住宅について持分を保有する複数の方が代理受領を行う場合、それぞれが代理受領特約を締結する必要が
あります。
●代理受領特約を解約する際は、代理受領特約解除合意書（すまい給付金事務局指定の書式）を締結してください。
●同じ給付金について、住宅取得者・住宅事業者双方から同時に給付申請を行った場合、事務局は、代理受領特約及び
代理受領特約解除合意書によって、給付金の受領者を指定することができます。

住宅事業者の注意点B

その他の注意事項・留意点！

すまい給付金

代理受領特約
について
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事務局使用欄（申請者は記入不要）

すまい給付金

すまい給付金代理受領特約

　　　　　住所　〒  　　　-
甲

　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　住所　〒  　　　-
乙

　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

特約締結日：

イ

ロ
,000 円

分の

％
〒　　　　-

契 約 締 結 日

対 象 住 宅 の 住 所

ハ

ニ

対象住宅取得に適用される
消 費 税 率

対 象 住 宅 に お け る
甲の所有権の持分割合

ホ 代 理 受 領 す る
すまい 給 付 金 の 金 額

　住宅取得者（以下、「甲」という。）と契約事業者（以下、「乙」という。）とは、主契約に基づき甲が乙に支払うべき住宅取得代金に「すまい給付金による住宅市場
安定化対策費補助金交付要綱（平成２６年２月7日国住生第576号）」第４条に基づく事業により甲に交付される給付金（以下、「すまい給付金」という。）を充当す
ることについて、以下の通り合意する。

下記イに記載
下記ロに記載

下記ハに記載
下記ニに記載
下記ホに記載

第１条（定義）
　本特約において、「主契約」とは、本特約の前提として甲と乙との間で締結し
た以下の住宅取得に関する工事請負契約又は売買契約をいう。

契約締結日 ：
対象住宅の住所 ：

２ 本特約において、「対象住宅」とは、甲が主契約に基づき取得する住宅をいう。
３ 本特約において、「代理受領」とは、次条第１項に規定する委任に基づき、乙

が甲を代理してすまい給付金を受領することをいう。
４ 本特約において、「事務局」とは、「すまい給付金による住宅市場安定化対策

費補助金交付要綱」第３条に基づき本事業を実施する者から、本事業の事
務執行業務の委託を受けた者をいう。
第２条（委任事項）
　甲は、次に掲げる事項を乙に委任し、乙はこれを受任することとする。
（１） すまい給付金について、事務局指定の給付申請書（以下、「申請書」とい

う。）及び確認書類（以下、申請書とあわせて「申請書類」という。）の作
成、申請書類の提出及びその他のすまい給付金の申請手続に関する
一切の事項

（２） すまい給付金の全額の受領
２ 甲は、前項各号に規定する委任事項を、乙以外の者に重複して委任しては

ならない。
３ 乙は、第１項各号に規定する委任事項を、第三者に再委任してはならない。
４ 甲は、第１項第２号の規定により、乙に委任したすまい給付金の受領につい

て、自ら受領又は受領するための申請手続を行ってはならない。
５ 甲と乙とは、本特約に定める場合の他、相手方の合意がない限り第１項に規

定する委任を解除してはならない。
第３条（代理受領の金額）
　乙が代理受領するすまい給付金の金額は、以下に定める対象住宅取得に適
用される消費税率及び対象住宅における甲の所有権の持分割合によって算
出された以下に定める金額とする。

対象住宅取得に適用される消費税率 ：
対象住宅における甲の所有権の持分割合 ：
代理受領するすまい給付金の金額 ：
第４条（代理受領の前提）
　甲は、前条に規定する所有権の持分割合に従い、不動産登記法（平成１６年
法律第１２３号）第７４条に規定する所有権の保存登記を行わなければならない。
２ 甲は、当該住宅に自ら居住しなければならない。
３ 甲は、第１項に基づく所有権の保存登記及び前項に基づく居住について、乙

から対象住宅の引渡しを受けた日から起算して６ヶ月を経過するまでに行
わなければならない。

４ 甲は、前条に規定する所有権の持分割合の変更その他の事由により乙が代
理受領するすまい給付金の金額に変更が生じることを知ったときは、速や
かに乙に通知しなければならない。

５ 前項の通知があったときは、甲と乙とは第８条第１項に規定する手続きによ
り本特約を解除することとする。

６ 乙は、前条に規定する消費税率の変更、甲の所有権の持分割合の変更その
他の事由により自らが代理受領するすまい給付金の金額に変更が生じるこ
とを知ったときは、速やかに甲に通知し、甲と乙とは第８条第１項に規定する
手続きにより本特約を解除することとする。
第５条（代理受領の申請）
　甲は、申請書に必要事項を記入の上、押印をし、確認書類と合わせて乙に交
付することとする。
２ 乙は、甲に対象住宅の引渡しを行った後、原則１年以内（延長されている場

合を除く）に、前項の規定により交付された申請書に必要事項を記入の上、
押印をし、申請書類を事務局に提出しなければならない。

３ 代理受領の申請手続を行うにあたり、甲と乙とは互いに協力するものとし、
それぞれ相手方の権利を侵害しないように努めなければならない。

４ 甲と乙とは、第２項の規定により申請書類が提出された場合には、すまい給
付金は主契約に基づく甲の乙に対する代金債務の弁済に充当することを
条件として、甲に対してのみ交付されるものであることに同意する。
第６条（住宅取得代金の精算）
　乙は、本特約に基づき代理受領したすまい給付金を、主契約に基づき甲が
乙に対して支払うべき住宅取得代金の全部又は一部に直ちに充当し、相殺す
ることとする。
２ 前項の規定により、乙がすまい給付金を代理受領した時点をもって、すまい

給付金に係る甲の権利は消滅する。
第７条（給付金が支払われない場合）
　乙は、すまい給付金の受領の要件を満たさないことその他の事由により、
すまい給付金の交付が行われないことを知ったときは、速やかに甲に通知し、
甲と乙とは次条第１項に規定する手続きにより本特約を解除することとする。
第８条（本特約の解除）
　甲と乙とは、第４条第５項、第６項、前条又は第９条第３項の規定その他の事
由により本特約の解除をするときは、事務局が指定する別紙様式「代理受領
特約解除合意書」を取り交わすこととする。
２ 乙は、前項に規定する手続きにより本特約の解除を行ったときは、甲のすま

い給付金について代理受領の申請を行ってはならない。また、乙は、既に代
理受領の申請を行っている場合は、速やかに当該申請の取り下げ手続きを
事務局に対して行わなければならない。

３ 甲は、第１項に規定する手続きにより本特約の解除を行った後、すまい給付
金を自ら受領するために申請を行うときは、事務局が別途定める申請書類
に添えて乙と取り交わした代理受領特約解除合意書を事務局に提出する
ものとする。
第９条（代理受領の精算）
　乙がすまい給付金を代理受領した後に、第４条第３項その他すまい給付金
受領の要件に適合しないことが明らかとなったときは、甲は、すまい給付金を
事務局に返還しなければならない。
２ 前項の場合、甲は、当該すまい給付金にかかる申請の取り下げを事務局に

対して行うこととし、乙は、これに協力するものとする。
３ 第１項の場合、甲と乙とは第８条第１項に規定する手続きにより本特約を解

除するものとする。
４ 本特約を解除することにより甲若しくは乙又は第三者に損害が発生したと

きは、甲と乙とがそれぞれの責任と費用において処理するものとする。
第１０条（権利義務の譲渡禁止）
　甲と乙とは、主契約及び本特約から生じる権利及び義務の全部又は一部を
第三者に譲渡若しくは移転又は第三者のための担保に供してはならない。
第１１条（説明義務）
　乙は、本特約を締結するにあたり、甲に対してすまい給付金受領の要件、
手続き、給付金額及び本特約の内容について十分な説明をしなければなら
ない。
第１２条（本特約の優先）
　主契約と本特約との間で相反する内容の規定がある場合には、本特約の規
定を優先して適用するものとする。
以上、本特約の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１
通を保有する。
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（指定）

年　　　月　　　日令和平成

年　　　　月　　　　日令和平成 3 0 3 8

1 1

3 0 0

1

3 0 3 1

株式会社
住宅工務店

100 000X

東京都○○区○○町1-1-1
○○ハイツ　401

東京都○○市○○町2-1

給付 順一

100 000X

東京都○○区××町3-3-3
△△ビル 201

株式会社 住宅工務店

100 000△

2015.04.01　すまい給付金代理受領特約 A4:W210*H297mm



事務局使用欄（申請者は記入不要）

すまい給付金 （別紙・指定）

代理受領特約解除合意書

　　　　　　　　　　　　　　　（以下、「甲」という。）と、　　　　　　　　　　　　　　　（以下、｢乙｣
という。）とは、　　　　　　　年　　月　　日に両者間で締結した「すまい給付金代理受領特約」（以下、「代
理受領特約」という。）について、　　　　　　　年　　月　　日（以下、「解除日」という。）をもって解除するこ
とを合意する。

　甲と乙とは、解除日をもって、代理受領特約が解除されたことを相互に確認し、当該解除によって甲若しくは
乙又は第三者に損害が発生したときは、甲と乙とがそれぞれの責任と費用において処理することとする。

以上、本合意書の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　甲　　　住　　所　〒　　　-

　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　乙　　　住　　所　〒　　　-

　　　　　　　　　　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成31年4月版

※本合意書は、代理受領特約を解除した後、甲が申請する際に提出するものです。

令和平成

令和平成
令和平成

3 0 7 1

株式会社
住宅工務店

100 000X
東京都○○市○○町2-1

給付 順一

株式会社 住宅工務店

給付 順一 株式会社 住宅工務店
3 0 3 1

3 0 7 1

100 000△
東京都○○区××町3-3-3
△△ビル 201

2015.04.01　代理受領特約解除合意書 A4:W210*H297mm
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